様式第１号（第４条、第６条関係）
補助事業（変更）実施計画書
１　実施主体の概要
	氏名
	

	住所（所在地）
	

	電話番号
	固定：　　　　　　　　　　　　　　　　携帯：

	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


２　事業の概要
	事業期間
	交付決定日 ～ 令和　　年　　　月　　　日　　※最長、令和３年３月７日まで

	起業予定時期
	令和　年　月(予定) ※個人事業開業届出又は法人設立による起業予定時期(令和２年度中)を記入してください。

	事業目的
（起業目的）
	※ニーズや背景等を踏まえ、新たな事業で起業しようとする理由・目的を具体的に記入してください。


	事業内容
	※具体的な内容（いつ、どこで、何を、どのように）を記入してください。別紙添付可。

【起業に係る事業プランの内容】
【当該起業に向けて本事業で行う内容】


	コロナ禍での社会変化への適応性
	· 単に感染対策を行うだけにとどまらないこと、ｱﾌﾀｰｺﾛﾅ・ｳｨｽﾞｺﾛﾅの社会で求められる新規性・必要性をもった事業内容・ﾋﾞｼﾞﾈｽ形態による起業であることを説明してください。
【新規性】　※コロナ前の既存ｻｰﾋﾞｽ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ形態と今回取り組む事業が異なる点を比較して記載
【必要性】　※なぜその事業が必要とされるのか具体的な事例を用いて記載



	波及性
	· 本事業により起業した結果、地域経済にどのような影響が見込まれるか記入してください。

	実施体制
	· 事業に従事する従業者数、関係機関との連携・支援内容等を記入してください。

	補助事業完了後の展望
	【継続性】※今後の展望、事業展開や見通しについて、①、②の場合、それぞれ記入してください。
①コロナ禍が継続した場合

②コロナ禍が収束した場合




(注) １ 他の補助金の活用の有無
	（１）活用の有無
	
	有 ・ 無   ※いずれかに○をすること。

	（２）「有」の場合
	
	活用する補助金名
	

	
	
	補助内容
	

	
	
	当該補助金の問合せ先
	


